
（様式2）

計画どおり事業を進めることが適当

その他

計画どおり事業を進めることが適当

A

効 率 性

A　効率性が高い

A

課 題

12（回）12（回）

A　目標どおり達成している

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　有効性が高いA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

300,000

事務事業の評価

人工数（人役）

参加者人数

549人

予算現額（円）

549人

○小学校の就学時健康診断時には、ほぼ全員の保護者が集まり、家
庭教育支援を一斉に実施するのに効果的であるが、幼稚園や保育園
の年長児の保護者だけを対象としているため、その際の一度きりでは
徹底しない面がある。
○サポートメンバーには、主任児童委員を中心とした家庭教育支援
チームのメンバーとボランティア活動等を共にしている人たちが中心と
なっているが、やや固定されてきた感がある。

○いくつかの保育園や幼稚園では、家庭教育支援チームのメンバーが
訪問し、基本的生活習慣等についての講義をしている。年長時だけで
なく、５歳児の保護者を対象に含めた講義や懇談といった機会をよびか
けていきたい。
○就学時健康診断時に、現役ＰＴＡからもアドバイザーに加わってもら
い、家庭教育支援に関わるメンバーを増やしていきたい。そして、県教
委主催の研修会等にも参加を促したい。

100,000

一 般 財 源

合　　　計

100

講座回数

目標値（単位） 実績値（単位）

100,000国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

中項目（施策） 小項目（基本事業）

社会教育一般管理費 一般会計

大項目（政策）

細々目 11

社会教育費 目

社会教育管理業務

改 善 策

74,000

74,000

( 1/3 )

221,250

経常

小学校入学前にあたって児童保護者が
不安を抱えており、その解消が必要と
なっている。

家庭教育支援チーム（１０人）とサ
ポートメンバー（２０人）による活
動。主な活動としては、就学時健康診
断時に保護者を対象として実施する
「子育て講座」がある。入学前の児童
の保護者の不安解消に役立っている。

就学時健康診断時に保護者を対象に実
施。

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

97,000 7,200

9,600

事業名 家庭教育支援事業

10 教育費

183,400

（
割
合

）

財
源
内
訳

73,250(      )

( 1/3 )

人 件 費 概 算

保険料

10,000

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

100,000

(      )

 

5,430

通信運搬費 9,600

報償費 196,000

5

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

906,150

300,000

地 方 債

そ の 他0 3,020

県 支 出 金

32-1

予算現額（円） 決算額（円）

1

生涯学習係社会教育課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

予算費目
款

細　目

支
出
内
訳

221,250

需用費

会議費

No

家庭や地域社会の教育力の向上 青少年の健全育成

課名

事業実施の手段・手順

項

家庭教育の充実15 2 1
施策体系

社会教育総務費

3 CHECK

0.15

546



（様式2）

計画どおり事業を進めることが適当

その他

計画どおり事業を進めることが適当

A

効 率 性

A　効率性が高い

A

課 題

０（円）72,000（円）

B　概ね目標を達成している

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　有効性が高いA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

72,000

事務事業の評価

人工数（人役）

会議及び活動数

8(件)

予算現額（円）

10(件)

青少年健全育成に対する関心の高まりから、多くの組織で取り組みが
なされており、これらとの連携。

各地域で取り組むべき課題が違っており、各小学校校区より選出され
ている委員が中心となり、地域行事や家族で参加できる取り組みを増
やす。

一 般 財 源

合　　　計

80

実施に要する予算額

目標値（単位） 実績値（単位）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

中項目（施策） 小項目（基本事業）

青少年対策経費 一般会計

大項目（政策）

細々目 11

社会教育費 目

青少年健全育成業務

改 善 策

(      )

0

経常

山陽小野田市青少年育成協議会規約に
基づく。
青少年は、家庭や地域社会にとってか
けがえのない存在であり、その青少年
が健やかに成長できるよう支援するこ
とは社会の役目である。

山陽小野田市青少年育成協議会(12名)
家庭や地域が連携し、青少年健全育成
を支援する。

会議の開催
「家庭の日」の啓発・推進
その他青少年健全育成に関する事業の
実施

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

事業名 青少年育成協議会運営事業

10 教育費

72,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

0(      )

(      )

人 件 費 概 算

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

72,000

(      )

(      )

負担金補助及び交付金 0

5

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

1,208,200

72,000

地 方 債

そ の 他

県 支 出 金

1

予算現額（円） 決算額（円）

10

青少年係社会教育課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

予算費目
款

細　目

支
出
内
訳

0

No

家庭や地域社会の教育力の向上 青少年の健全育成

課名

事業実施の手段・手順

項

家庭教育の充実15 2 1
施策体系

青少年健全育成費

3 CHECK

0.2

547



（様式2）

計画どおり事業を進めることが適当

その他

計画どおり事業を進めることが適当

A

効 率 性

A　効率性が高い

A

課 題

16,680（円）65,000（円）

A　目標どおり達成している

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　有効性が高いA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

65,000

事務事業の評価

人工数（人役）

会議数

6(回)

予算現額（円）

６(回)

青少年に関わる諸団体等が具体的指針をもって取り組める提言の作
成。

部会を設置し、テーマを決めて調査・研究し提言をまとめる。

一 般 財 源

合　　　計

100

開催に要する予算額

目標値（単位） 実績値（単位）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

中項目（施策） 小項目（基本事業）

青少年対策経費 一般会計

大項目（政策）

細々目 11

社会教育費 目

青少年健全育成業務

改 善 策

(      )

16,680

経常

山陽小野田市青尐年問題協議会条例に
基づく。
不登校やひきこもり、インターネット
やケータイの普及により青尐年が犯罪
の被害や事件などに巻き込まれるなど
青尐年を取り巻く環境は大変厳しく課
題も山積をしている。

山陽小野田市青尐年問題協議会(28名)
青尐年の指導、育成、保護及び矯正に
関する総合的施策の樹立のため必要な
調査審議及び施策の実施に必要な関係
行政機関相互の連絡調整等。
青尐年の規範意識や自立心の醸成が図
られ、ボランティア活動や地域活動等
への社会参加が促される。

会議及び３部会（家庭・地域・学校）
の開催

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

2,520

事業名 青少年問題協議会運営事業

10 教育費

46,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

16,680(      )

(      )

人 件 費 概 算

5,000

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

65,000

(      )

(      )

2,160

需用費 14,000

報酬 12,000

5

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

906,150

65,000

地 方 債

そ の 他

県 支 出 金

1

予算現額（円） 決算額（円）

10

青少年係社会教育課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

予算費目
款

細　目

支
出
内
訳

16,680

役務費

No

家庭や地域社会の教育力の向上 青少年の健全育成

課名

事業実施の手段・手順

項

青少年活動の充実15 2 2
施策体系

青少年健全育成費

3 CHECK

0.15

548



（様式2）

青少年活動の充実15 2 2
施策体系

社会教育総務費

3 CHECK

0.05

No

家庭や地域社会の教育力の向上 青少年の健全育成

課名

事業実施の手段・手順

項
予算費目

款

細　目

支
出
内
訳

295,520

1

予算現額（円） 決算額（円）

1

生涯学習係社会教育課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

730,000

地 方 債

そ の 他

県 支 出 金報償費 110,000

負担金補助及び交付金 201,120

5

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

302,050
人 件 費 概 算

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

730,000

(      )

(      )

620,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

295,520(      )

(      )

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

94,400

事業名 青少年育成団体の活動促進事業

10 教育費

社会教育管理業務

改 善 策

(      )

295,520

経常

近年、情報化が進む一方、人間関係の
希薄化による家庭や地域の教育力の低
下、価値観の多様化など、教育を取り
巻く環境は大きく変化している。その
ため、地域社会におけるスポーツ・文
化活動、ボランティア活動の促進など
を通じて、子どもたちの豊かな人間性
を育み、家庭や地域社会の教育力の向
上を図る必要がある。

山陽小野田市青少年育成団体（市子ど
も会育成連絡協議会、市スポーツ少年
団本部）の運営費または事業費の全部
または一部を補助することにより社会
教育の振興を図る。

青少年育成団体の申請により補助金を
交付。

中項目（施策） 小項目（基本事業）

社会教育一般管理費 一般会計

大項目（政策）

細々目 11

社会教育費 目

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

100

補助運営に要する予算額

目標値（単位） 実績値（単位）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

交付団体数

2(団体）

予算現額（円）

2(団体）

それぞれの団体ともに会員や役員が減少し組織が活性化していない面
がある。

組織活性化のための啓発などを団体と一緒に進めていく必要がある。

一 般 財 源

合　　　計

295,520（円）730,000（円）

A　目標どおり達成している

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　有効性が高いA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

730,000

事務事業の評価

人工数（人役）

A

効 率 性

A　効率性が高い

A

課 題

計画どおり事業を進めることが適当

その他

計画どおり事業を進めることが適当

549



（様式2）

計画どおり事業を進めることが適当

その他

計画どおり事業を進めることが適当

A

効 率 性

A　効率性が高い

A

課 題

25(人)25(人)

A　目標どおり達成している

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　有効性が高いA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

633,000

事務事業の評価

人工数（人役）

継続して登校できるようになった、又は継続した登校に至
らなくとも好ましい変化が見られた児童生徒数

25(人)

予算現額（円）

25(人)

いじめ、不登校、虐待、ニート、ひきこもりなど青少年をトータルにサ
ポートする組織の再編が必要と思われる。
いじめや不登校の原因が多岐にわたり、専門的な知識や経験を有する
人材の確保が必要である。

現在、教職経験者や臨床心理学の知識をもつ支援員が対応にあたっ
ており、今後も継続して事業実施することが妥当である。

一 般 財 源

合　　　計

100

支援した児童生徒数

目標値（単位） 実績値（単位）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

中項目（施策） 小項目（基本事業）

青少年対策経費

大項目（政策）

細々目 11

社会教育費 目

青少年健全育成業務

改 善 策

(      )

522,912

経常

いじめや不登校が社会問題となってお
り、専門的な手立てや人員により、学
校と連携して対応する必要がある。

・いじめの解消
・不登校児童生徒の学校復帰
・社会の一員としての自覚をもたせる

・いじめ・不登校状態にある児童生徒
に対し、学校と連携して家庭訪問やふ
れあい活動を行い、学校復帰を目指
す。
・ふれあい活動担当支援員の継続配置
・各担当支援員の連携による効率的な
支援の推進
・教育相談の実施

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

148,094

事業名 いじめ・不登校に対する支援の充実

10 教育費

30,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

522,912(      )

(      )

人 件 費 概 算

77,000

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

633,000

(      )

(      )

72,418

需用費 223,000

旅費 0

5

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

11,836,926

633,000

地 方 債

そ の 他303,000 302,400

県 支 出 金

1

予算現額（円） 決算額（円）

10

心の支援室心の支援室

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

予算費目
款

細　目

支
出
内
訳

522,912

役務費

使用料及び賃借料

No

家庭や地域社会の教育力の向上 青少年の健全育成

課名

事業実施の手段・手順

項

青少年相談と非行防止活動の推
進

15 2 3
施策体系

青少年健全育成費

3 CHECK

6
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（様式2）

青尐年相談と非行防止活動の推
進

15 2 3
施策体系

青尐年健全育成費

3 CHECK

0.2

No

家庭や地域社会の教育力の向上 青尐年の健全育成

課名

事業実施の手段・手順

項
予算費目

款

細　目

支
出
内
訳

3,977,948

需用費

役務費

1

予算現額（円） 決算額（円）

10

青尐年係社会教育課

事業の内容（対象・目的・意図）

会計種別

予算種別

4,255,000

地 方 債

そ の 他141,000 136,502

県 支 出 金旅費 6,000

報償費 1,518,000

5

4 ACTION

2 DO

合　　　計

必 要 性

1,208,200
人 件 費 概 算

委託料

224,000

成 果 指 標 の 達 成 度有 効 性

人件費（円）

4,255,000

(      )

(      )

208,846

1,772,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

3,977,948(      )

(      )

平成２３年度　事務事業評価シート

歳出

2,112,000 2,112,000

2,600

事業名 青尐年育成センター運営事業

10 教育費

青尐年健全育成業務

改 善 策

(      )

3,977,948

経常

山陽小野田市青尐年育成センター規則
に基づく。
インターネットやケータイが普及し、
これの利用による青尐年が被害者とな
る事件が全国的に多発している。

青尐年の悩み等の相談に応じ、その解
消や軽減を図る。また、非行防止を目
的として、補導活動を通じ青尐年の健
全育成を図る。

青尐年相談員を1名配置し、電話相談
や電子メールを通して青尐年の悩みに
応じる。
定期的な補導活動（街頭補導、環境浄
化活動ほか）補導員160名

中項目（施策） 小項目（基本事業）

青尐年対策経費 一般会計

大項目（政策）

細々目 11

社会教育費 目

決算額（円）

継続

1 PLAN

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　）

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

活動指標

％

100

補導活動員数

目標値（単位） 実績値（単位）

国 庫 支 出 金

実績値B（単位）

成果指標
の到達度

（B/A）

成果指標

目標値A（単位）

補導活動数

400（回）

予算現額（円）

400（回）

相談内容の幅が広がり、相談者との接触が必要な件数が増加してい
る。

相談員体制（曜日・時間帯）の充実。こころの支援室やこども福祉課・社
会福祉課との横断的連携が必要。

一 般 財 源

合　　　計

160（人）160（人）

A　目標どおり達成している

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　有効性が高いA　必要性が高い

事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

4,255,000

事務事業の評価

人工数（人役）

A

効 率 性

A　効率性が高い

A

課 題

計画どおり事業を進めることが適当

その他

計画どおり事業を進めることが適当
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（様式2）

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策）

平成２３年度　事務事業評価シート 課名 社会教育課 青尐年係 No 2

小項目（基本事業）

15 家庭や地域社会の教育力の向上 2 青尐年の健全育成 3
青尐年相談と非行防止活動の推
進

事業名 青尐年健全育成事務事業

予算費目
款 10 教育費 項 5 社会教育費 目 10 青尐年健全育成費

細　目 1 青尐年健全育成業務 細々目 1 青尐年対策経費 会計種別 一般会計

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　） 予算種別 継続 経常

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

いじめ等の理由で不登校が増加するな
かで、児童・生徒及びその家族からの
相談、学習支援等を行い、円滑に学校
生活がおくれるよう支援が必要。

陽光園フリールーム
いじめ等の理由で不登校の児童・生徒
及びその家族からの相談、学習支援等
を行い、学校へ復帰させる。

いじめ等の理由で不登校の児童・生徒
及びその家族からの相談、学習支援等
を行い、学校復帰に取り組む業務を委
託する。

活動指標 成果指標 成果指標
の到達度

（B/A）フリールーム運営に要する予算額 学校復帰数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
66.7

予算現額（円）

(      )

決算額（円）

1,940,000（円） 1,940,000（円） 6（人） 4（人）
％

2 DO

地 方 債

歳出 予算現額（円） 決算額（円） 歳入

支
出
内
訳

委託料 1,940,000 1,940,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 (      )

県 支 出 金 (      )

1,940,000

そ の 他 (      )

合　　　計 1,940,000 1,940,000

一 般 財 源 (      ) 1,940,000

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.15 906,150

合　　　計 1,940,000 1,940,000

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い C　あまり目標を達成していない

4 ACTION
課 題 改 善 策

不登校児童・生徒が増加。 今後も受け入れ体制の充実が必要。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ） 事 業 の 方 向 性 （ 二 次 評 価 ）

その他

AA
計画どおり事業を進めることが適当 計画どおり事業を進めることが適当
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